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表紙写真について

長崎大学　原爆医学資料展示室

　原爆中心地から約500mの長崎大学医学部（旧長崎医科大学）坂本キャンパスには当時の被害の様
子や救護活動に当たった医師の活動記録のほか、原爆放射線による人体への医学的影響についてわか
りやすく解説している原爆医学資料展示室があります。県内外から小中高生をはじめ一般の方々や様々
な分野の研究者など、多くの方々に来訪いただいています。被災した医学生が着用していた血染めの
白衣、負傷にも関わらず自ら救護活動に当たった永井隆博士の原子爆弾救護報告書、調来助 教授によ
る原子爆弾災害調査票などが展示されています。原爆後障害医療研究所の礎となった原爆放射線の影
響と原爆被害の学習の場となっています。「原爆医学資料展示室」で検索。
長崎大学原爆医学資料展示室　https://www.genken.nagasaki-u.ac.jp/abcenter/exhibition/



放射線災害・医科学研究拠点　第６回カンファランスを開催

長崎大学血液内科　　　　　　　講師�　安　東　恒　史

長崎大学原爆後障害医療研究所　所長�　宮　﨑　泰　司

広島大学原爆放射線医科学研究所（原医研）・

長崎大学原爆後障害医療研究所（原研）・福島県

立医科大学ふくしま国際医療科学センターによる

ネットワーク型共同利用・共同研究拠点「放射線

災害・医科学研究拠点」は昨年度で第１期目を終

え、今年度から「拠点ネットワーク」として第４

期中期計画期間の活動を始め、拠点としては第

２期目となりました。そこで、2022 年６月４日、

第６回放射線災害・医科学研究拠点カンファラン

スを Web にて開催いたしました。拠点カンファ

ランスはこの３拠点がそれぞれの研究成果につい

て発表し、意見交換を通じて拠点間の更なる連携

を深める目的で開催されています。今年度の発表

は「低線量被ばく影響とリスク研究」、「放射線障

害医療」、「放射線災害の社会影警と放射線防護」

の３カテゴリーにおいて 23 題の発表がなされ、

とても充実した内容となりました。全体で 71 名

の方に参加頂き、活発な意見の交換が行われまし

た。

まず分類１「低線量被ばく影響とリスク研究」

について、福島県立医科大学・工藤先生と長崎大

学・原研・光武先生を座長とし、８名の演者によ

る発表が行われました。ヒトの発生初期には異常

な染色体を持つ細胞は排除されることが知られ

ていますが、この現象が iPS 細胞の初期化におい

ても起こることが広島大学・原医研の阿久津先生

より報告されました。広島大学・原医研・長町先

生からは、低線量放射線被曝が着床前期発生過程

に与える影響を明らかにするため、マウスの受精

卵を用いて検討した結果、0.1Gy, 1Gy の放射線照

射で共通して桑実胚で発生を停止させること、そ

してその機序について次世代シーケンサーを用い

た解析を進めていることが報告されました。広島

大学・原医研・笹谷先生からは放射線発がん高感

受性モデルマウス ApcMin/+ を用いた解析から、小

児期被ばくが成年期被ばくよりも放射線発がんリ

スクが高いことが報告されました。福島県立医科

大学・工藤先生からは、ヒト乳腺上皮細胞を用い

た siRNA ノックダウン実験により、△ Np63α は

放射線誘発 DNA 損傷応答に際して p53 ターゲッ

ト遺伝子を転写抑制し、p53 による放射線誘発ア

ポトーシスヘの抑制を介して、放射線誘発発がん

に寄与している可能性があることが報告されまし

た。福島県立医科大学・山本先生からは、福島県

民健康調査に基づく研究論文をまとめ解析したと

ころ、甲状腺以外のがんや、感染症、呼吸器疾患、

精神分野でも認知症といったメンタルヘルス以外

の障害に関する情報が少ないことが報告されまし

た。長崎大学・原研・光武先生より甲状腺癌につ

いて、その発生・進展に関わる分子メカニズムの

研究を行っていること、放射線生物影響研究では、

動物モデルを用いて、放射線が引き起こす組織反

応、幹細胞の動態の変化を免疫蛍光染色主体の手

法で明らかにしようとしていること、放射線分子

疫学研究では、チョルノービリ原発事故後に多発

した小児・若年者甲状腺癌の病理組織学的特徴に

ついて、年齢や地域をマッチさせた散発性癌との

違いを種々の統計学的手法を用いて明らかにして
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きたことが報告されました。長崎大学・原研・李

先生より間葉系幹細胞由来小胞体と放射線心血管

疾患リスクについての研究で、放射線被ばくが心

筋幹細胞の細胞外小胞分泌変化を介して心臓組織

細胞傷害を引き起こすことを実験検証したことが

報告されました。長崎大学・原研・松山先生より

チョルノービリ・ホールボディーカウンタ（WBC）

データベースについて報告されました。年間実効

線量の推計値を算出したところ、1996 年に 53％

だった年間推定線量 0.1 mSv 未満の割合は徐々に

上昇し、2003 年以後は 95％以上が 0.l mSv 未満

となっており、住民の推定線量は徐々に低くなっ

ていること、一方で事故から 30 年以上が経過し

てもなお、10 mSv 以上と推定される住民が見ら

れることが報告されました。

分類２の「放射線障害医療」では、長崎大学・

原研・宮﨑と広島大学・原医研・藤本先生を座

長として、10 名の演者による発表が行われまし

た。福島県立医科大学・佐藤先生よりシャツ型心

電図計を用いて、緊急被ばく医療セミナー受講者

の診療訓練におけるストレス負荷を定量化し、セ

ミナーにおける訓練項目とストレス値との関連に

ついての研究が報告されました。それによると、

除染処置のストレス値は、防護衣着衣及び一般診

療と比較し、有意に高値であり、逆に防護衣脱衣

のストレス値は有意に低値であることが明らかに

なりました。広島大学・原医研・藤野先生から腎

由来培養細胞や腎障害モデルマウスを用いて、造

影剤投与後の放射線照射が腎組織における DNA

損傷を増加させることが報告されました。広島大

学・原医研・杉原先生からは、広島の原爆に関す

る原医研に保管されている資料のうち退色や破損

などの劣化が進むスライド標本の一部を、クラウ

ドファンディングで得た資金によりデジタル化

し、データベースを作成していることが報告され

ました。広島大学・原医研・谷本先生からは、タ

バコ煙成分は芳香族炭化水素受容体（AHR）の

活性化を通じて新型コロナウイルス感染受容体

ACE2（アンギオテンシン転換酵素２）発現量を

抑制している可能性が示唆されること、食物など

に含まれるトリプトファンの代謝物や既存の胃

潰瘍治療薬であるプロトンポンプ阻害薬により、

AHR が活性化し ACE2 発現量が抑制されること、

この機序で細胞への新型コロナウイルス感染を阻

害することを細胞感染モデルで証明したことが報

告されました。長崎大学・原研・宮﨑は原爆被爆

者の骨髄異形成症候群（MDS）では、染色体異

常の頻度が上昇し、転座型を含む複雑核型が増え

ているなど、de novo MDS とは異なる染色体異

常を示すこと、ゲノムの解析では、被爆者 MDS

では、de novo MDS と比較して DNA メチル化

経路関連遺伝子変異は有意に低頻度で、11 番染

色体長腕の部分欠失が増えていること、臨床的な

所見では、被爆者 MDS では de novo MDS 症例

と予後に差が見られないなどの特徴を報告しまし

た。広島大学・原医研・藤田先生からは、幹細胞

に対する低線量被ばくの晩発性細胞機能障害を予

測するための顕微鏡技術（第二次高調波顕微鏡と

ラマン散乱顕微鏡）、特に非染色観察系の開発を

行っていることが報告されました。広島大学・原

医研・藤本先生からは、ヨード欠乏食投与甲状腺

腫瘍誘発モデルマウスと新生児期 X 線単回照射

を組み合わせることで、小児期被曝による甲状

腺癌発症機序を解明するための解析を行った結

果、Fas, Lgals3 の上昇や Lat4 の低下など甲状腺

の腫瘍関連遺伝変化が引き起こされていることが

報告されました。長崎大学・原研・嶋村先生から

は、甲状腺オンコサイトーマにおけるミトコンド

リア DNA（mtDNA）の腫瘍形成に及ぼす影響

の検討を行うことを目的として、甲状腺オンコサ

イトーマ細胞株（XTC.UC1）と正常甲状腺細胞

株（Nthy-roi3-1）間での mtDNA 入れ替えを行い、
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mtDNA と核 DNA どちらが腫瘍形成に関与して

いるかを検討していることが報告されました。長

崎大学・原研・中島先生は、甲状腺がんの未分化

転化にいたる形態学的構造を in situ 解析で明ら

かにしたことを報告しました。長崎大学・原研・

吉浦先生はゲノム DNA の CpG 部のメチル化検

出法として、亜硫酸変換後全ゲノムシークエンス

法と酵素的変換後全ゲノムシークエンス法、長鎖

一分子シークエンサーによる直接検出法について

どの方法が安定しているのかを検討した結果を報

告しました。解析対象領域が定まった後に、限ら

れた数（～数百）の対象領域であれば、ハイブリ

ダイゼーションによる DNA 濃縮法を組み合わせ

た酵素的変換後全ゲノムシークエンス法が安定し

てメチル化率の取得が可能であること、また、亜

硫酸変換後全ゲノムシークエンス法は試料毎、部

位毎に安定しておらず実験に注意が必要であると

考えられ、全ゲノムを対象として DNA メチル化

率を解析するには、長鎖一分子シークエンサーに

よる直接検出法の活用がよいとの結果でした。

分類３の「放射線災害の社会影響と放射線防護」

では広島大学・原医研・廣田先生を座長として、

５名の演者による発表が行われました。福島県立

医科大学のアミール先生から環境省「ぐぐるプロ

ジェクト」が紹介されました。「ぐぐるプロジェ

クト」は、「知る」「学ぶ」「決める」「聴く」「調

べる」の５本の柱（事業）から構成され、放射線

に関連する知識のアップデートと、放射線の健康

影響に関する差別・偏見につながりかねない風評

の払拭を目的にしていることが説明されました。

広島大学・原医研・WELTI 先生からは、再利用

可能な色素線量計の異なる保存環境下での長期安

定性について検討した結果、真空保存の方が酸化

による変色を防ぐことができ、冷蔵保存よりも常

温保存の方が好ましいことが報告されました。広

島大学・原医研・廣田先生からは、放射線に対す

る過剰な不安を軽減する方法を見つけるために

行った、各人が信用している情報源や利用してい

るメディアと放射線に関する不安との関連につい

てのアンケート結果について報告されました。長

崎大学・原研・高村先生は福島県双葉郡川内村、

富岡町、大熊町に復興推進拠点を設置し、住民の

被ばく線量評価、それに基づいた住民とのリスク

コミュニケーションを通じた被災地域の復興支援

を行ってきたこと、2021 年 12 月には東京電力福

島第一原子力発電所が立地する双葉町に新たに復

興推進拠点を設置し、同様の復興支援を開始して

いることを報告しました。さらに、住民の帰還企

図と放射線リスク認知、メンタルヘルスとの関連

について調査を継続することも報告しました。長

崎大学・原研・工藤先生からは医療従事者の被ば

く実態調査を行った結果、医療従事者の大部分は

測定限界以下、ないしは年間 1 mSv 未満の線量

となっており、良好に管理されていることが明ら

かになったことなどが報告されました。

コロナ禍の影響で残念ながら Web 開催であっ

たため、直接対面での意見交換や親睦を深めるこ

とは叶いませんでした。しかし、Web 開催であっ

ても十分な議論を深め、相互理解が出来ました。

本カンファランスは、それぞれの施設、教室の活

動を研究者どうしが理解し、第２期目となった拠

点ネットワークの成功の契機とするという目標を

達成出来たと考えております。準備や運営におき

まして、至らないこともあったかと思いますが、

関係者の皆様の多大なる御協力により、滞りなく

行うことが出来ましたことを改めて御礼申し上げ

ます。
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資料展示「赤レンガの医学資料館」

広島大学原爆放射線医科学研究所附属被ばく資料調査解析部　助教　�久保田　明　子

放射線災害・医科学研究拠点に多大なご理解を

賜り共催していただいた、2021 年度の資料展示

「赤レンガの医学資料館：陸軍兵器補給廠だった

医学資料館で見る広島とヒロシマの医学史」につ

いて報告する。

１．�広島大学医学部での広島３景：「芸備医事」�

「軍都広島」「被爆地の大学医学部」

放射線災害・医科学研究拠点のご協力を頂くこ

とと筆者の所属を考えれば、資料展示のテーマは、

例年実施している通り「原爆（放射線災害）の医

学」をベースとすべきところだが、今回は、医学

部（医学資料館）の状況とご配慮によって、今ま

での研修室内での展示ではなく、医学資料館のメ

インの広い展示スペース全体を使わせていただく

こととなったため、方針を少し変更することと

し、医学資料館を中心に据えた展示を試みようと

考えた。また、この申し出は、嬉しくも悲鳴をあ

げることとなった。階段をのぼらずに、お客様が

ゆったりと見学ができる第一展示室で、立派な展

示用ケースが充実している空間で、資料の状態に

あまり不安なく展示ができる状況は大変にありが

たかった。その一方、展示スペースが単純にいつ

もの４倍以上となること、すでに展示している資

料の一部が動かせず、展示をそのままの状態にし

ておく必要があることは、展示構成や展示資料の

物量を検討するときに大きく悩むこととなった。

そういう状況もあって、今回は、この医学資料館

そのものをベースに、いつもより視野を広げて、

対象の枠組みを拡大した。結果、原爆といった特

性は相対的には薄まることとなったが、一方で、

広島大学医学部のルーツともいえる江戸時代から

隆盛した広島の医学界、近代の広島の地域（ロー

カル）の特性を見直し、そのうえで原爆の医学が

どう発展していったのか、といった、コンテキス

トを意識する展示ができたと考える。今までは、

1945 年８月６日およびそれ以降、といった、あ

る意味、原爆という横軸での展示となったが、今

回は昔からの時間経過を意識した縦軸の展示とい

うイメージである。それをまた３つのキーワード

で集約すれば、「芸備医事」、「軍都広島」、「被爆

地の大学医学部」である。

1-1．芸備医事

『芸備医事』とは現在広島医学会より刊行され

ている『広島医学』の前身雑誌である。この医学

雑誌は、日清戦争終了間もない 1896（明治 29）

年に創刊され（このことは現在の『広島医学』の

表紙上部にも書かれている）、以後 1942（昭和

17）年まで継続刊行されたが戦争期に中断された。

戦後の 1948（昭和 23）年に復活するが、その際、

誌名が『広島医学』と改名された。これは、広島

地域の医学発展のために刊行された雑誌だが、医

学技術や研究を発信する地域に根差した雑誌が古

く明治時代から存在している（そしてそれが続い

ている）、という事例は、まずそれほど例がない

ことである。

こういった専門誌が刊行できるということは、

広島が、まず医学に熱心な地域でなければ不可能

なことであるうえ、医学者・医師同士のコミュニ

ケーションが活発でなければならない。それを裏

付けるかのように、雑誌創刊の直前期、広島市の
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医師会、広島県医師会、地域の医師の研究会であっ

た広島医学会などが次々と結成されている。

また、初期の雑誌を見ると、その当時の症例報

告や医療技術、医学研究の発信ばかりでなく、広

島の医学史（江戸時代以降の広島の医学者の紹介）

などにも心血を注いでいる。『芸備医事』第１巻

第１号の冒頭の論文は、東京帝国大学教授で日本

の精神医学の父である呉秀三の著作であるが（彼

は広島に由来があり、現在でも広島で大変尊敬を

集めている／医学資料館に胸像がある）、そのテー

マは、広島の江戸時代の有名な漢方医であった吉

益東洞であった。つまり、当代随一の精神医学の

研究者が、先人について尊敬の念をもって、大事

な学術雑誌創刊号の最初の論文を掲げたのであ

る。この一事をもってしても、広島という地域の

医学の在り方の特性が見えよう。明治中期以降、

広島には医師を輩出するための医学校がなくなっ

ていたが、決して医学不毛の地ではなかったので

ある。

当然これらは原爆投下以前のことであり、被爆

の問題と直接関係はない。しかしながら、原爆の

あの日を迎える前にすでにこういった医師たちの

スピリッツ、医学者・医師たちのコミュニティが

あったことは、莫大な数の原爆被災者たちの医療

を当初から担った彼らの精力的な活動の意義に、

深い意味を更に与える。そしてこれはまた、未来

に起こり得る放射線災害時の緊急被ばく医療の在

り方にも考え方は通じるのではないであろうか。

1-2．軍都広島

広島県内では、海軍の重要拠点として呉市の軍

港が著名であるが、広島市もまた、宇品港を抱え

る陸軍の重要な拠点となった。例えば、近代日本

の最初の対外戦争となった日清戦争の軍はほぼす

べて宇品港から出発し、そして帰ってくるのも（負

傷者も、死没者の遺骨なども）また宇品であった。

そのために人口も増え、経済も発展したが、一方

で医師不足の問題も起こった。ただ、前述のよう

に、地域の医師たちの活動は活発であり、また軍

都にやってくる軍医たちと地元の医師との交流も

盛んであったため、広島の医師たちは最新の医学

研究や軍陣医学の技術に触れることができた。ま

た、軍施設がいくつか建てられたが、その一つに

弾薬などを整備・生産する施設であった陸軍兵器

補給廠があった。この敷地跡の多くが現在広島大

学医学部となる。

敗戦までここでは弾薬などを作っており、原爆

投下の日も、修道中学などの生徒たちがここで動

員されて作業をしていて被爆した。例えば、著名

な画家である平山郁夫は、ここで被爆している。

更に、焼け残った赤レンガには臨時救護所も置か

れ、多くの傷ついた被災者が集まった。つまり、

現在の医学部および原医研が立つ地には、そう

いった由来があるのである。

戦後、広島市内の現在の霞キャンパスに医学部

と大学病院が疎開先から移転したとき（1957 年）

はまだ、この兵器補給廠であった「赤レンガ」の

建物ばかりであり、1961 年に設立された原爆放

射線医科学研究所（原医研）も、当初は、この大

正時代に作られた古い（使いづらい）赤レンガの

建物であったという。当然、取り壊しが望まれ、

次々と新しい建物が作られたが、最後の１つに

なったときに同窓会（広仁会、福原照明会長）な

どが保存を訴えて残ることとなった。それが、現

在の医学資料館の赤レンガである（11 号館）。

前述と同様、赤レンガの建物と原爆は無関係で

はあるが、それでも、昔、人を傷つけ殺すための

道具を生産していた場所が、原爆の際は救護所と

なり、現在は人の命を救うための場所になってい

る、というその歴史的経緯を、ふと思うことがあっ

てもよいのではないだろうか。
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1-3．被爆地の大学医学部

被爆の有無に関係なく、各地に病院は必要であ

り、それが大学医学部や大学病院であれば、社会

の期待は大きい。ただ、広島（と長崎）は、その

うえに被爆の問題が大変大きくのしかかる。更に

広島の場合、現在の医学部の前身校は 1945 年８

月５日に開校したために当初より大きなダメージ

を受け、疎開を余儀なくされたため、広島市での

多くの被爆者の対応には時間がかかった。その間

ももちろん医学部や大学病院は尽力を続けたが、

1957 年に現在のキャンパスで復活した際の被爆

医療への期待は、長期の治療と研究が必要となる

放射線災害の人体影響の特性もあって、やはり相

当大きかったと想像される。そしてほどなく原医

研も設立された。そういった設立事情を持ち、芸

備医事（広島医学）に象徴されるような地元の医

師たちの活動および成果と軍都時代に得た軍隊で

の医療制度や技術などの知見を背景にし、且つ、

戦後の新しい学問発展の潮流の中で、医学部・大

学病院および原医研は活動をし、現在もその源流

の性格を保持しつつ研究を発展させていると考え

る。

２．資料展示「赤レンガの医学資料館」

2-1．展示企画

すでに述べたように、展示会場がこれまでの２

階の研修室内から１階の広いメインの展示室と

なったことで、これまでの運営とは大きく異なる

方法を検討する必要があった。例えば、展示ケー

スの数がかなり増えたこと、文章を掲載するパネ

ルの展示スペースがほぼないことなどは、これま

での考え方を大きく変える必要があった。

出典：�JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.C03011542200 広島兵器支廠火工作業場設備の件�
（防衛省防衛研究所）をもとに作成
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また、固定されている展示資料をあまり不自然

でない形で展示経路に組み込むことを考えること

は非常に難しかった。個人的には、普段は原爆を

中心に研究調査しているため、それ以外の分野に

ついての調査研究を行うことは時間的にも限界が

あった。

ただ、準備のなかで、既に上げた３景だけでな

く重視したいことも出てきた。それは、医学部の

医学資料館の意義である。

2022 年現在、国内各地の大学の医学系の学部

による医学資料館は比較的多く存在するが、広島

大学の医学部医学資料館は、日本最初の国立大学

の館であった。設立の際は、他大学の医学部に非

常にうらやましがられたとも聞く。医の先達を尊

び、医学の歴史を意識し、自身の組織（研究機

関）の医学研究を知らしめる館を日本で最初に示

した広島大学医学部の志は高い評価を得るもので

ある。そして現在それをまた大々的に環境整備を

実施し、リニューアルを実施する、という、広島

の医学の矜持を保つプロジェクトを実行してい

る、ということを少しでも知らしめたいという希

望を持った。と同時に、これまで医学資料館の運

営や展示に心血を注がれてきた歴代の学長、教授、

館長の尽力も発信したいと思った。そこで、タイ

トルには医学資料館の存在を前面に出すこととし

た。

2-2．展示構成

展示は、以下の４つのテーマで構成した。

A　赤レンガの変遷：

� 兵器補給廠から医学資料館へ

B　広島大学医学部：

� 1945年８月５日に生まれて

C　医学の広島：広島の医学の歴史とその継承

D　広島の医学：広島という地域の医学の様相

以下、それらについて、簡単に説明する。

A　�赤レンガの変遷：兵器補給廠から医学資料館

へ

主に建物の変遷を中心に、写真パネルを多用し

て構成した。広島市公文書館所蔵の珍しい兵器補

給廠時代の写真（当時、軍施設の写真を撮ること

は難しかった）、広島大学文書館所蔵の 1957 年当

時の広島大学医学部キャンパスの航空写真などを

活用したほか、広島大学総合博物館埋蔵文化財調

査部門のご協力を得て、霞キャンパスから出土し

た防衛食容器（軍用の保存食容器、金属の代わり

に陶磁器で作られた缶詰の代用品。湯呑ぐらいの

大きさで煮豆などを入れた）を展示した。

写真や防衛食容器は、なかなか見られる機会の

ないものである。特に大学の文書館、博物館の所

蔵資料は普段は東広島キャンパスにあるため、被

爆の現場であった広島市でほぼ目に触れることは

ない。その点で、来館者に喜ばれたようであった。

B　�広島大学医学部：1945年８月５日に生まれ

て

医学資料館に多く残る、広島大学医学部前身校

の関連文書などを多く展示した。また、戦後の医

学部の学生たちの活動の一端を紹介した。例えば

医学部学生有志による医学資料展示の活動や勉強

会の様子、また大変大きかった学生運動の資料も

展示した。多くの大学での学生運動は大体医学部

から発生しているが、広島大学もそうであった。

ただ、広大医学部のそれは、単に理想や主義を主

張し過激な行動をするのではなく、例えば「差額

ベッドの禁止」の要求を行うなど具体的な提案な

どをしていることも資料から読み取れた。今後、

学生運動研究は一つの分野を形成するが、広大の

それを研究するに一級資料となるものである。な

お、この資料群は、学生運動を制圧する側の学部

の職員によって収集されたという由来もあり、そ

の点でもユニークな資料となっている。
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また、広大医学部の医学研究の重要な例として、

大久野島の毒ガスの問題に関する第二内科の研究

資料も展示した。大久野島の毒ガスの問題は近年

知られてきているが、そこに、広大医学部の研究

があることはあまり知られていないらしく、来館

者の多くの方が印象的だとの感想をくださった。

調査研究自体は完了しているため、こうやって医

学資料館で発信していくことが今後も有効である

と考える。

C　医学の広島：広島の医学の歴史とその継承

江戸時代に精巧な人骨模型が広島で製作され

た。製作者・星野良悦の名前を取って「星野木骨」

と言われるが、この広島大学所蔵の木骨は、現在、

国の重要文化財に指定されている。原本の展示は

かなわないが、その精巧なレプリカと全身等身大

写真などを継続して展示し、キャプションなどを

改めた。こういった江戸時代の漢方医の成果を、

広大医学部の教授は把握し、文化財指定としたこ

とは大変重要なことである。単に木骨を眺めるの

ではなく、この木骨のきちんとした医学としての

歴史的価値を定めて社会に発信することを医学部

の研究者がしている、という行為そのものを理解

して欲しいと考えた。

D　広島の医学：広島という地域の医学の様相

広島大学医学部医学資料館では、広島大学医学

部に関連する資料を多く持っているが、更に、広

島県医師会からご寄贈いただいたり、地域の医師

や代々医家の家系であった医学部研究者の個人的

な資料をお預かりしている。これらは、広島とい

う地域の医学史を研究するうえで大変重要な資料

となる。今回は、その所蔵資料群のなかから、「大

橋家資料」を、初めて公開させていただいた。

「大橋家資料」とは、代々広島市の仁保地域の

医師であった大橋家の資料である。寄贈者は当時

のご当主で「大橋医院」を継いで開業していた大

橋完造氏であった。完造氏は、父と共に、まず数

千冊の江戸時代の医学書を広島大学の図書館に寄

贈している。医学資料館は、その一群の刊本を中

心とするコレクションとは違う性格の資料を受け

取った。

その中心は、言うなれば、「病院経営資料」で

ある。例えば、希少なのは、明治時代以降の病院

に来院された患者さんのリストがある。これは年

月日と名前、簡単な症状や処方などが書かれてい

る。また、同時期の薬問屋との出納簿もある。こ

れには、いつ、何という薬をいくらで購入したか、

また同じ薬がどういう間隔で発注されているか、

などのやり取りがわかる。つまり、このことから、

近代の広島の病院経営の研究が可能となる。と同

時に、仁保地域の地域住民の疾患状況、あるいは

広島の経済状況についての研究、つまり人文社会

学系の多様な研究にも寄与できる可能性がある。

その他、大橋家が意図して収集した明治時代以

降の医学書がある。梅毒に関する書籍が多いこと

は特徴的であるが、昨今の同病の流行を考えると、

また研究の示唆を得られるかもしれない。

なお、来館者より「大橋完造先生に見ていただ

いていましたので懐かしかった」との感想もいた

だいた。地域の医学資料をその地域で発信すると、

こういう出会いがあるのだと実感した。こうやっ

て広島大学医学部を身近に感じていただければと

思う。

また、広島大学の医学部の研究会の事例として、

「集談会」の記録も展示した。これは主に所属す

る学生の研究報告の記録で、その多くは学位を請

求する際に行われたものである。昭和から平成の

ものが断続的に発見できたが、報告要旨や参加者

名簿などすべて手書きで、内容についての詳細な

質問書もあった。この記録の中から本人のご許可

を得て、現在の医学部長、原医研所長、広島県医
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師会長のページを掲載させていただいた。筆者個

人としては、現在の広島で医療・医学研究を支え

ている先生方の足跡を示す本物の資料を展示出来

て、つまりは広島での広島大学医学部の医学への

寄与というもののパースペクティブを見ることが

できて大変勉強になった。ご本人は驚かれている

ようだったので、その点は少し申し訳なくも思っ

た。

３．反響など

今回も、コロナ感染流行の合間を縫って、前回

同様、完全予約制での展示開催となった。そのた

め来館者に不安があったが、結果としては、この

難しい体制の中で、200 名を大きく超える来館者

があった。また、反響をいただいて、展示期間を

延長した。

まず端を開いたのは、学長会見で取り上げてい

ただいたことであった。それをきっかけに、中

国新聞には大きめに取り上げていただき、また

NHK 広島の朝のニュース番組で取り上げていた

だいた。その他、産経新聞、読売新聞、毎日新聞

などにも掲載していただいた。今回、ある社は大

久野島を中心に、別の社は大橋家資料をポイント

に、というように、各社によってクローズアップ

されるポイントが違っていることはこれまでにな

いことで、印象的だった。これは宣伝としてはイ

ンパクトが薄くなってしまう場合もあるが、今回

は、大テーマとして医学資料館を挙げているので、

問題はなかったと考える。

また、来館者で筆者が非常に感動したのは、広

島大学関係者の来館が大変多かったことである。

原医研の方は多くなかったが、医学部の教室の先

生方、学生、職員の皆様などの来館が多く、大変

嬉しかった。これはやはり、医学部医学資料館を

テーマにしたからだと考える。直接お話しした方

からは、「医学部所属として、こういうことを知

りたい、と思っても、今までそういう情報が乏し

かった。今回は報道やチラシを見て知り、展示を

見て知りたかったことがわかった」というような

ことを聞かせていただいた。つまり、自身の所属

する組織（研究機関）のことについて、昔のこと、

由来、原爆以外のできごとなどを知りたい（少し

は把握はしておきたい）というニーズがあるのだ、

ただし、そのニーズにこたえるところがあまりな

い（探しにくい、たどり着かない）という状況も

あるのだ、ということではないか、と考える。筆

者は、広島の医学史、広大医学部について、とい

うような分野まで手を伸ばすことは力不足で到底

できないが、今後はそういったご意見もあるのだ

ということを肝に銘じておきたい。社会との関連

を意識する科学者こそが必要な人材である。その

ため、こういった科学者の姿勢にできるだけ寄与

できる努力を、今後も続けていきたい。

会期延長になりました

主催 広島大学原爆放射線医科学研究所

共催 放射線災害・医科学研究拠点
（広島大学・長崎大学・福島県立医科大学）

協力 広島大学医学部

企画・製作 広島大学原爆放射線医科学研究所

附属被ばく資料調査解析部

［期間］2022年2月21日㊊〜5月13日㊎

［会場］

広島大学医学部
医学資料館
広島大学霞キャンパス（大学病院前）

10︓00〜16︓00（土曜日・日曜日・祝日閉館）

2021年度資料展示

入場無料
事前予約制

【ご注意】新型コロナウィルスの感染状況等により、中止、延期、開催方式の変更等がある場合もございます。
あらかじめご了承ください。

【来場方法】事前予約制とさせていただきますので、お手数ですが、事前にQRコードか下記連絡先までご連絡ください。
【予約時の必要事項】①代表者のお名前 ②参観希望日時 ③人数 ④連絡先メールアドレス ⑤連絡先お電話番号

事前予約・問い合わせ ☎082-257-5877／kohosha@hiroshima-u.ac.jp 解析部事務

赤レンガの
医学資料館

陸軍兵器補給廠だった
医学資料館で見る
広島とヒロシマの

医学史

こちらからも予約できます

4月より展示一部リニューアル
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iPS 細胞リプログラミングによるトリソミー染色体の自己修正 

― ダウン症患者の染色体の修正による新たな治療法に向けて ―

広島大学原爆放射線医科学研究所　放射線ゲノム疾患研究分野

【本研究成果のポイント】

●　常染色体トリソミー症候群の患者細胞から

iPS 細胞を樹立すると、過剰染色体が喪失して

染色体数が正常化することを明らかにしまし

た。

●　初期胚でも同様な現象が知られており、共通

のメカニズムが示唆されました。

【概要】

広島大学原爆放射線医科学研究所の松浦伸也教

授、Silvia Natsuko Akutsu 助教、埼玉県立小児

医療センター遺伝科の大橋博文部長らのグルー

プは、ヒトの主要なトリソミー症候群である 21、

18、13 トリソミーおよび 9 トリソミーの患者細

胞を iPS 細胞リプログラミング（※ 1）をしたところ、

過剰染色体がランダムに喪失して正常核型（※ 2）に

自己修正されることを明らかにしました。

本研究成果は、2022 年 3 月 11 日午前 4 時（日

本時間）に米国の科学雑誌「PLOS ONE」のオ

ンライン版に掲載されました。

【背景】

常染色体トリソミー症候群は、1 対の相同染色

体（※ 3）に加えて、特定の相同染色体を 1 本過剰に

持つ染色体異常症です。ダウン症として知られる

21 トリソミーの他に、18 トリソミーや 13 トリ

ソミーがあります。いずれも卵子や精子が作られ

る過程で、染色体が正常に分離しないことに由来

します。根本的な治療法は今のところ確立されて

いませんが、培養細胞で過剰な染色体を修正する

新たな治療法の開発が進められています。

【研究成果の内容】

最近、ダウン症患者細胞を iPS 細胞リプログラ

ミングすると、トリソミー染色体（※４）に偏って

染色体が損失する現象が報告されました。そこで、

ヒトの主要なトリソミー症候群（21、18、13、9 

トリソミー症候群）患者 8 人の皮膚線維芽細胞を

入手して、iPS 細胞を 190 クローン樹立し、全て

のクローンについてゲノムＤＮＡのコピー数を網

羅的に調べました。その結果、各トリソミー症候

群の少なくとも 1 つの細胞株において、トリソ

ミーレスキュー（※５）現象が確認されました（図 1）。

染色体の喪失は、親の由来に関係なく起こってい

ました。こうした結果から、iPS 細胞リプログラ

ミングによって多能性が誘導されると、1）トリ

ソミー染色体のうち 1 本がランダムに細胞から喪

失する、2）ダイソミーに正常化した細胞が選別

されて単一 iPS 細胞コロニーを形成することが考

えられました。さらに、染色体が喪失するメカニ

ズムとして、後期ラギング（※６）が推定されました

（図 2）。

【今後の展開】

トリソミーレスキューは、着床前の初期胚でも

観察されており、染色体数を正確に保つ生体のメ

カニズムの一つと考えられます。iPS 細胞のトリ

ソミーレスキューは、初期胚のトリソミーレス
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キューとメカニズムを共有する可能性があること

から、本研究成果は生殖補助医療への貢献が期待

されます。また、iPS 細胞リプログラミングによ

るトリソミーレスキューは、ゲノム操作を伴わな

い染色体を修正する新たな治療法として、不妊症

やがん治療などの再生・移植医療への応用が期待

されます。

また、放射線被ばくは、染色体の数や構造異常

を引き起こします。しかし次世代への遺伝的影響

はヒトで確認されていません。本研究成果は、放

射線被ばくで遺伝的影響が見られないことの解明

に結びつく可能性があります。

【参考資料】

図１　染色体解析
左：13 トリソミー症候群患者の皮膚線維芽細胞、
右：樹立した iPS 細胞クローン。iPS 細胞クロー
ンは調べた 20 個のメタフェースすべてが正常核
型を示しました。

図２�　iPS細胞リプログラミングによるトリソミー
レスキューのモデル

＜用語説明＞

（※１）iPS 細胞リプログラミング：体細胞に特

定の 4 因子を導入して未分化な状態（iPS

細胞）にすること。

（※２）核型：細胞に含まれる染色体一式。ヒト

の正常核型は、22 対の常染色体と 1 対の

性染色体の合計 46 本から構成されていま

す。

（※３）相同染色体：遺伝子配列がすべて相同な

1 対の染色体。片方は父に由来し、他方は

母に由来します。

（※４）トリソミー染色体：染色体は本来 2 本の

ペアですが、3 本になった数的異常をトリ

ソミー染色体と呼びます。これに対して、

2 本のペアをダイソミーと呼びます。

（※５）トリソミーレスキュー：トリソミー染色

体を持つ細胞が、細胞分裂時に過剰な染色

体を排除して正常核型となること。

（※６）後期ラギング：細胞分裂の後期で、特定

の染色体が遅れて分離する現象。分離が遅

れた染色体は、主に微小核となって細胞か

ら排除されます。

＜発表論文＞

論文名：iPSC reprogramming-mediated aneuploidy 

correction in autosomal trisomy syndromes

著者名：Silvia Natsuko Akutsu, Tatsuo Miyamoto, 

Daiju Oba, Keita Tomioka, Hiroshi Ochiai, 

Hirofumi Ohashi, Shinya Matsuura

　DOI 番号：10.1371/journal.pone.0264965

※ 本研究は、日本医療研究開発機構（AMED）

成育疾患克服等総合研究事業「モザイク型 21

トリソミーの発症機序の解明」（研究開発代表

者：松浦伸也）、文部科学省科学研究費補助金、

厚生労働省科学研究費補助金の支援を受けて行

われました。
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長崎・ヒバクシャ医療国際協力会（NASHIM） 

設立 30 周年記念シンポジウムの開催について

長崎大学原爆後障害医療研究所　教授　　　　　　　　�　　　　　　　
長崎・ヒバクシャ医療国際協力会　運営部会副部会長　�高　村　　　昇

2022 年２月 20 日（日曜日）に長崎・ヒバクシャ

医療国際協力会（NASHIM）設立 30 周年記念シ

ンポジウムが行われました。

NASHIM は、在外被爆者及び世界各地で発生

している放射線被曝事故による被災者の救済を目

的として、1992 年（平成４年）に設立されまし

た。NASHIM を構成しているのは、長崎県、長

崎市といった自治体、長崎県医師会、長崎市医師

会、長崎大学病院、長崎大学原爆後障害医療研究

所、日本赤十字社長崎原爆病院、（公財）放射線

影響研究所といった医療機関や研究機関、さらに

は（公財）長崎原子爆弾被爆者対策協議会、（公

財）長崎平和推進協会といった原爆被爆者の福

祉にあたっている機関で、まさにオール長崎で

NASHIM の活動を推進しています。

具体的には、チョルノービリ原子力発電所で被

害を受けたウクライナ、ベラルーシ共和国、旧ソ

連邦時代にセミパラチンスク核実験場が存在した

カザフスタン共和国、在韓被爆者の医療にあたっ

ている韓国から、毎年医師や専門家を招聘して研

修を行ってきました。また、これらの地域に長崎

の医師や専門家を派遣して、現地での指導や研修

を受けた人材のフォローアップを行ってきたほ

か、被ばく医療に資する教科書等の出版等も行っ

てきました。さらに、長崎原爆投下後、自らも

負傷しながら献身的に被爆者の医療にあたった永

井隆先生の功績を顕彰して「永井隆平和記念・長

崎賞」を、世界のヒバクシャ医療に貢献した医

師、専門家に隔年で授与しています。このように

NASHIM の活動は多岐にわたっており、「地方が

その特色を生かして国際貢献を行う」という観点

からも非常にユニークな存在と言えます。

設立から 30 年ということで開催された記念シ

ンポジウムは、コロナ禍ということもあってオン

ラインでの開催となりました。冒頭、NASHIM

会長の森崎正幸・長崎県医師会長による開会挨拶

の後に、中村法道・長崎県知事（当時）、田上富久・

長崎市長、喜多悦子・公益財団法人笹川保健財団

会長、それに NASHIM 副会長の河野茂・長崎大

学学長による来賓挨拶が行われました。

引き続いて行われたシンポジウムの第１部では

まず、現在は福島県立医科大学の副学長を務めら

れている山下俊一・長崎大学名誉教授が「長崎と

世界の絆：なしむ」と題して記念講演を行われ、

NASHIM のこれまでを振り返ると同時に、チョ

ルノービリ原発事故から福島第一原発事故、そ

して現在進行中のロシアによるウクライナ侵攻
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の中で、NASHIM の活動がグローバル社会にお

ける多様性の調和に貢献し、人材育成の要とな

るべきであるという貴重な御意見を賜りました。

山下先生は、1990 年代初頭からチョルノービリ

周辺各国への医療支援、共同研究に長年取り組ま

れ、1990 年代半ばからはセミパラチンスク核実

験場周辺住民の医療支援を推進されました。さ

らに 2011 年３月の東京電力福島第一原子力発電

所事故直後から福島県に入り、福島県放射線健康

リスク管理アドバイザーとして県民の健康不安を

払拭するための活動を行ったほか、チョルノービ

リやセミパラチンスクでの経験を元に、福島県民

の健康を見守る事業である福島県民健康調査の

立ち上げにも尽力されてきました。これらの活

動と並行して、NASHIM の活動を長年に渡って

屋台骨として推進してきた山下先生は、まさに

NASHIM 最大の功労者であり、今後もぜひ大所

高所からご指導いただきたいと考えています。

山下先生の記念講演に続いて、ドイツのビュル

ツブルグ大学名誉教授のクリストフ・ライナー先

生が「小児甲状腺癌」と題する特別講演を行いま

した。甲状腺がんの治療には外科的療法に加え、

甲状腺外にがんが広がった場合でも有効な放射性

ヨウ素内用療法がありますが、ライナー先生は

チョルノービリ事故後に甲状腺がんを罹患した、

ベラルーシの小児を対象とした甲状腺がん治療プ

ロジェクトを立ち上げて、多くの患者治療にあ

たってこられ、その功績を認められて第８回の永

井隆平和記念・長崎賞を授賞されています。ライ

ナー先生は、本講演で放射線被ばくと甲状腺がん

について、チョルノービリと福島で起こった二つ

の原子力発電所事故の比較を通じて概説されまし

た。御承知のように、1986 年のチョルノービリ

原子力発電所の事故後、放射性ヨウ素によって汚

染された食物、特に牛乳を通じて甲状腺の内部被

ばくが起こり、小児甲状腺がんが多発しましたが、

2011 年の東京電力福島第一原子力発電所の事故

では、徹底した食品管理が行われたことで甲状腺

の被ばく線量はチョルノービリと比較しても非常

に低いことが明らかになっています。ライナー先

生は講演でこのような被ばく線量の評価を紹介し

たのちに、福島県民健康調査で行われている甲状

腺検査について、疫学的に放射線被ばくとの関連

は認められないという知見を述べられました。

お二人の記念講演、特別講演の後に、これまで

30 年間行われてきた NASHIM の研修事業に参加

した医師・専門家に研修の思い出や現状について

ビデオメッセージの形で報告していただきまし

た。2005 年度の研修に参加されたベラルーシ共

和国のバレンティーナ・ドロッツ先生からは、旧

ソ連邦の多くの医師や研究者が NASHIM の研修

で放射線医学の知識を深めることができ、その後

のヒバクシャ医療の改善に貢献することができた

ことについて、感謝の念を述べられました（なお、
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ドロッツ先生はこのビデオメッセージ収録後に御

逝去されました。本稿をお借りして、ドロッツ先

生の御冥福をお祈りいたします）。次に 2010 年度

の研修に参加されたウクライナのコンスタンティ

ン・バジーカ先生から、長崎大学での講義のほか、

長崎大学病院での実習で病歴の検討、電離放射線

の影響を受けた被ばく者の診断・治療に関する最

新の知見を学べたことに対する感謝の念が述べら

れました。また、1999 年度の研修に参加された

ロシア連邦のウラジミール・サエンコ先生（現在

は長崎大学原爆後障害医療研究所・准教授）は、

研修期間中の８月９日の長崎原爆犠牲者慰霊平和

祈念式典に参加した際に原爆で亡くなった方への

思いや願い、大切に守られた記憶、そして平和へ

の訴えと努力を感じ、非常に印象に残っているこ

と述べられました。最後に、2005 年度の研修に

参加されたカザフスタン共和国のアイヌール・ア

キルジャノワ先生から、NASHIM のプログラム

で血液学や分子疫学分野の研修を受けることがで

き、さらに放射線影響研究についての指導を受け

たことが非常に有益であり、感謝していると述べ

られました。この 30 年間で、NASHIM が受け入

れた海外の医師や専門家は 600 名を超えており、

その中には現在それぞれの国において医療・科学

分野の中核を担っておられる方も数多くおられま

す。今後も NASHIM では被ばく医療科学分野の

人材育成を通じた国際貢献を継続していきたいと

考えています。

次の第２部では、「ナシムのこれからの活動と

今後の課題」と題する座談会が座長である上谷雅

孝・長崎大学教授の進行の下で行われ、遠藤雄

幸・福島県双葉郡川内村・村長、児玉和紀・公益

財団法人放射線影響研究所・執行理事（放射線被

曝者医療国際協力推進協議会（HICARE））、寺原

朋裕・長崎県福祉保健部・部長、そして筆者（高

村昇・長崎大学原爆後障害医療研究所・教授）の

５名がパネリストとして参加されました。まず始

めに４名のパネリストが自己紹介を兼ねた 10 分

程度の講演会を行ったのちに、NASHIM のこれ

までの活動についての評価とこれからのあるべき

姿、NASHIM と同様の活動を行っている広島の

放射線被曝者医療国際協力推進協議会（HICARE）

との連携のあるべき姿、震災後の福島県川内村の

展望と長崎からの貢献について、といった多方面

にわたる論点からのパネルディスカッションが

行われました。これまで行政、専門機関として

NASHIM の活動に関与してきた立場、あるいは

NASHIM との連携に携わってきた立場からの発

言、討議を通じて、今後長崎が広島、そして福島

と連携し、グローバル人材育成機能を強化すると

同時に、NASHIM がその大きな活動の柱になっ

ていくべきであるという将来を見据えた意見が出

されました。

最後に日本赤十字社長崎原爆病院の谷口英樹院

長が閉会の挨拶を述べられ、４時間半におよぶシ

ンポジウムが幕を閉じました。今回の NASHIM

設立 30 周年記念シンポジウムは、コロナ禍もあっ

て残念ながらオンラインでの開催になりました

が、この 30 年で行ってきた多くの事業について

総括すると同時に、今後の活動の指針を考えるう

えでも非常に良い機会になりました。ロシアによ

るウクライナ侵攻を受け、これまで行ってきた事

業をどのように見直すかは大きな課題ですが、核
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兵器使用の可能性がこれまでになく高まってきた

現状において、NASHIM の役割はますます大き

くなってきているといえます。

地方がその特色を生かして「国際交流を行う」

ことはよく目にすることですが、「国際貢献を行

う」ことは、NASHIM の大きな強みです。今後

もこの強みを十分に生かし、長崎だからこそでき

る国際貢献を、オール長崎で推進していきたいと

考えています。
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災害後の日常性を回復するためのリスクコミュニケーション

福島県立医科大学　災害こころの医学講座　助教　�小　林　智　之

1.�　日常性の回復と、災害後のリスクコミュニ

ケーション

大きな災害や事故に巻き込まれ自身の日常性を

崩された人々は、その後生活の再建を目指します。

東日本大震災は地震、津波、原発事故の複合災害

でした。とりわけ原発事故に関して、その対応に

は専門的な知識が必要とされました。たとえば、

特定の空間線量率の地域に住み続けることが安全

か、子どもや高齢者に深刻な影響が及ぶ可能性が

あるのか、県内の野菜やキノコ類を食べても大丈

夫かなど、実際に生活を送る中で直面する問題に、

放射線の身体影響についての専門知識がなければ

ならない状況でした。こうした状況で被災者の意

思決定を支援する方法として注目されたのがリス

クコミュニケーションです。リスクコミュニケー

ションとは、当該リスクに関して、個人や集団、

組織の間で情報や意見を交わすことから成る相互

作用プロセスと定義されます 1。

災害後のリスクコミュニケーションの最終目標

は被災者の日常性の回復です 2。リスクコミュニ

ケーションの実践モデルには、専門家と非専門家

との間の対話場面が想定されてきました 3，4。こ

こでの専門家とは、当該リスクについて専門的な

知識や見解を持つ科学者や有識者、または支援の

提供を行っている組織の担当者を指します。一方

の非専門家とは、リスクに直面したが専門的な知

識を持たない人々を指します。非専門家は、自分

の大切な人や自分自身のためにリスクに対して何

らかの意思決定を求められるが、意思決定を行う

だけの専門的な知識や見解を有しておりません。

したがって、専門家はそのリスクに関する知識や

見解の情報提供を求められます。ただし、専門家

から非専門家への一方向のコミュニケーション

は、両者の間の認識や価値観のずれによって失敗

する可能性があります 5。そのため、リスクコミュ

ニケーションの実践モデルでは、専門家と非専門

家の双方向コミュニケーションが重要視されてお

り 1、当該リスクにかかる問題について専門家と

非専門家の双方から意見を交わし、比較しながら、

両者にとって最適と思える意思決定を導くものが

提唱されています 4，6。

しかし、災害後のリスクコミュニケーションの

最終目標が被災者の日常性の回復であるならば、

専門家と非専門家の間の対話場面だけをリスクに

関する情報のやりとりの場として想定するのでは

不十分であることが考えられます。非専門家は、

リスクに関する情報を家族や友人から得ることも

あるし、専門家から情報を得たとしても自身の日

常性の回復過程にそのまま反映させるわけではあ

りません。人は、不確実な情報に対しては、親し

い人や自分と価値観のあった人の意見 7、または

社会的にコンセンサスを得られている意見 8 を信

頼できるものと判断する傾向にあります。また、

他者との会話の中で情報が共有されていくこと

で、人は、その情報の現実味を増していくとされ

ます 9。さらには、日常性を形成していく過程は、

個人だけでなく、家族とのコンセンサスを得なが

ら決定されることも多くあります。そのため、専

門家から提供された情報は、そのまま非専門家た

ちの中で日常性の回復過程に反映されるというよ

りも、他の非専門家とのコミュニケーション過程

を経ながら反映されるかが決まる可能性が考えら
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れます。

2.　調査の紹介

ここで、専門家と非専門家または非専門家同士

のリスクコミュニケーションが日常性の回復に及

ぼす影響について調査した研究を紹介します 10。

この研究では、東日本大震災で深刻な被害を受け

た宮城県と福島県の住民を対象に調査が行われま

した。上記の議論に関連して、専門家と非専門家

の間のリスクコミュニケーションの効果と非専門

家同士のリスクコミュニケーションの効果が同時

に検討されました。また、従来のリスクコミュニ

ケーション研究ではリスクコミュニケーションの

効果測定として行動変容やコミュニケーションへ

の満足度が主に測定されていましたが 11、この研

究では日常性の回復を最終的なアウトカムとし、

行動変容と自己効力感の高揚が媒介変数として扱

われました。

2.1.　方法

2.1.1.　参加者

2019 年 12 月に福島県の住民 800 名、宮城県の

住民 800 名を対象に調査票を郵送しました。参加

者は、それぞれの県の住民基本台帳から二段階無

作為抽出により選定されました。インフォームド

コンセントは書面で行われ、回答者は返信用封筒

にて提出しました。福島県では 303 名（回答率

37.9%、男性 147 名、女性 156 名、年齢 58.39 ± 

15.06 歳）、宮城県では 250 名（回答率 31.2%、男

性 110 名、女性 140 名、年齢 58.42 ± 14.59 歳）

が回答しました。

2.1.2.　調査項目

参加者はリスクコミュニケーションの効果指

標、災害後からの日常性の変化、人口統計データ

について回答を求められました（項目の詳細は論

文内で紹介 10）。

リスクコミュニケーションの効果指標には、

2011 年以降のリスクコミュニケーションに関す

る論文のシステマティックレビューから抽出され

た項目（知識の共有、満足いく対話、不安やスト

レスの解消、信頼関係の構築、行動変容、自己効

力感）が使用されました。それぞれ、医療者（専

門家）とのリスクコミュニケーションと家族や知

人などの周囲の人 （々非専門家）とのコミュニケー

ションについて 5 件法で尋ねました。

災害後からの日常性の変化では、健康状態、家

族や友人との関係、個人的活動または社会的活動

（運動、趣味や娯楽、音楽や絵画などの芸術、人

との交流）、新しい人との交流、ボランティア活

動への参加、町内会などの地域活動への参加、経

済状況について尋ねました。災害後からどれくら

い変化したかを 5 件法で尋ねました。

2.1.3.　倫理

本研究は、福島県立医科大学の倫理委員会に

よって承認されました （承認番号 2019-168）。

2.2.　結果

2.2.1.　リスクコミュニケーションの因子

最小平均偏相関と平行分析の結果、因子の数は

2 つまたは 3 つが推奨されたため、因子の解釈か

ら 2 因子構造を採用しました。最尤法と Promax

回転による探索的因子分析を実行しました。第 1

因子は医療者とのリスクコミュニケーションに

関する項目の因子負荷量が高かったため、医療

者 RC と名付けました。また、第 2 因子は周囲の

人とのリスクコミュニケーションに関する小目の

因子負荷量が高かったため、内集団 RC と名付け

ました。健康のための行動変容や自己効力感はい

ずれの因子にも高い因子負荷量も示しませんでし

た。
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行動変容と自己効力感を除いた項目群につい

て、福島県と宮城県の多母集団同時分析を行いま

した。すべての SEM は、WLSMV 推定を用い、

モデル適合度は CFI、SRMR、RMSEA を使用し

ました。CFI は 0.95 より上、SRMR は 0.08 未満、

RMSEA は 0.06 未満においてモデルは適切であ

るとしました。モデルに制約を加えていった際の

CFI の変化値に基づいて測定不変性について検討

したところ、因子負荷量、切片、観測変数の誤差

の分散について制約したモデルが認められ、測定

不変性が確認されました （CFI = 0.998，SRMR = 

0.067， RMSEA = 0.018）。

2.2.2.　日常性の因子

災害後からの日常性の変化の項目については、

適合度指標を基づき、測定方程式モデルを決定し

ました。その結果、4 つの下位因子を持つ 1 因子

構造で構成されていました。包括的な 1 因子は、

日常性の回復因子と名付け、下位因子はそれぞれ

個人的活動、社会的活動、人間関係、健康・経済

と名付けました。福島県と宮城県の多母集団同時

分析の結果、弱い測定不変性が確認されました 

（CFI = 0.968，SRMR = 0.078，RMSEA = 0.036）。

2.2.3.�　リスクコミュニケーションと日常性の回

復

リスクコミュニケーションの効果指標の因子

と、日常性の回復因子、行動変容と自己効力感の

観測変数から成る媒介モデルについて SEM を実

施しました。福島県と宮城県の多母集団同時分析

を行い、構造不変性を検討しました。その結果、

因子負荷量、切片、観測変数の誤差の分散及び、

回帰係数についても制約したモデルが認められま

した。すなわち、福島県と宮城県の間で違いは見

られませんでした。そのため、これらの都道府県

をプールしたモデルにおいて媒介モデルを実施し

ました（CFI = 0.968, SRMR = 0.066, RMSEA = 

0.039）。

SEM の結果、医療者 RC は日常性の回復に直

接的な負の影響が示されました（standardized 

行動変容

自己効力感

0.280

-0.239

0.309

0.223
0.262

0.256

0.239

0.114

個人的活動

芸術や美術の活動

身体を動かす運動

趣味や娯楽

社会的活動

地域での活動

新しい人と
接する機会

ボランティア活動

人間関係

家族との関係

友人との関係

健康・経済

健康状態

経済状態

日常性の回復

0.819

0.901

0.559

0.466

内集団RC

健康に関する知識

不安への寄り添い

満足のいく対話

ストレスの解消

信頼関係の構築

医療者RC

健康に関する知識

不安への寄り添い

満足のいく対話

ストレスの解消

信頼関係の構築

0.692

0.760

0.713

0.735

0.759

0.770

0.849

0.879

0.841

0.874

0.668

0.729

0.730

0.794

0.625

0.541

0.683

0.707

0.558

0.407

図１�　リスクコミュニケーションと日常性の回復における媒介モデル。パス係数は回帰係数
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b = − 0.239, 95% confidence interval [CI] = [ −

0.375, − 0.103], z = − 3.444, p < .05）。一方、医

療者 RC は行動変容を介して日常性の回復に間

接的な正の影響が示されました（standardized 

b = 0.053, 95% CI = [0.011, 0.096], z = 2.450, p < 

.05）。自己効力感を介した影響は見られませんで

した（standardized b = 0.035, 95% CI = [ − 0.002, 

0.072], z = 1.861, ns.）。

内集団 RC は日常性の回復に直接的な正の

影響が示されました（standardized b = 0.280, 

95% CI = [0.118, 0.442], z = 3.388, p < .05）。 ま

た、行動変容（standardized b = 0.058, 95% CI 

= [0.012, 0.104], z = 2.484, p < .05）と自己効力感

（standardized b = 0.079, 95% CI = [0.031, 0.127], 

z = 3.254, p < .05）を介した間接的な正の影響が

示されました。

3.�　非専門家中心のリスクコミュニケーションモ

デル

本調査では、東日本大震災の被災地におけるリ

スクコミュニケーションと日常性の回復との関係

について検討しました。分析の結果、医療の専門

家とのリスクコミュニケーションは行動変容を介

して日常性の回復に寄与していましたが、直接的

な正の効果は確認されませんでした。一方で、家

族や友人などの周囲の人とのリスクコミュニケー

ションは直接的にも間接的にも日常性の回復に寄

与していました。これまでのリスクコミュニケー

ションモデルでは、専門家と非専門家との間のコ

ミュニケーションが重視されていましたが、この

結果は非専門家同士のコミュニケーションの重要

さを示唆しているでしょう。

本調査の結果にはいくつかの限界があるもの

の、最後に従来のリスクコミュニケーションモデ

ルから、非専門家中心の新たなモデルへの拡張の

可能性について述べます。

まず、リスクに直面した人々が積極的な意思決

定を行うために、専門家からの知識や見解の提供

は変わらず重要です。しかし、従来のモデルでは

非専門家の意見は静的な存在として想定されてい

たが 4，5、実際には非専門家同士でコミュニケー

ションを行い、その中で意見を流動させていく動

的な存在であると考えられます。これは、専門家

が、その動的なコミュニケーションネットワーク

専門家 非専門家 専門家

非専門家のコミュニケー
ションネットワーク

図２�　リスクコミュニケーションモデル。左図は従来のリスクコミュニケーションモデルで、右図は
非専門家を中心とした新たなリスクコミュニケーションモデル
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と対話をしていくことを意味します。専門家は、

非専門家同士のコミュニケーションネットワーク

からその特徴や意見を抽出し、そのうえでコミュ

ニケーションネットワークの動きに乗せる形で情

報提供を行っていくことが求められるでしょう。

たとえば、非専門家のコミュニケーションネット

ワークでは、特定の見解が偏って支配的になるエ

コーチャンバーと呼ばれる現象が見られるかもし

れないし、特定の問題をめぐって意見の対立が起

こるかもしれません。専門家は、偏った意思決定

が生まれないように、提供する情報の内容や表現

を工夫する必要があるでしょう。あるいは、情報

の発信者として、それぞれの見解と整合した価値

観を持つ人に代弁してもらうことも必要になるか

もしれません。また、ネットワークのハブに焦点

を当てた情報発信をすることでコミュニケーショ

ンネットワーク内に広く情報を広めることもでき

るかもしれません。いずれにしても、災害後の日

常性の回復につながるようなリスクコミュニケー

ションを実現するためには、リスクコミュニケー

ションの中心を専門家と非専門家の間のコミュニ

ケーションに置くのではなく、非専門家同士のコ

ミュニケーションに置き、専門家はアドバイザー

やファシリテーターとしての役割を担うことが重

要であると考えられます。

4.　まとめ

ここでは、リスクに関する情報が非専門家の間

で社会的に処理される可能性に基づき、リスクコ

ミュニケーションの実践モデルについて拡張可能

性について議論しました。実際、宮城県と福島県

を対象とした調査では、周囲の人とのリスクコ

ミュニケーションが日常性の回復に影響していた

ことが確認されました。専門家は、意思決定につ

ながるようなリスクに関するコミュニケーション

が非専門家同士の間で行われる可能性に注意し

て、アドバイザーやファシリテーターとしての役

割を担うことが求められるでしょう。今後、非専

門家中心のリスクコミュニケーションモデルの可

能性について詳細な検討が求められます。
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2023 年度　放射線災害・医科学研究拠点 

共同研究課題公募要項

はじめに

「放射線災害・医科学研究拠点」は、福島第一

原発事故が要請する学術に対応するために、広島

大学原爆放射線医科学研究所、長崎大学原爆後障

害医療研究所及び福島県立医科大学ふくしま国際

医療科学センターの３拠点機関がネットワーク型

拠点を形成し、先端的かつ融合的な放射線災害・

医科学研究の学術基盤の確立と、その成果の国民

への還元と国際社会への発信を目的として 2016

年度に設置されました。

2022 年度からは拠点ネットワークとして継続

認定され、第２期拠点事業を開始しました。

放射線研究及び関連諸科学の共同研究を推進す

るため、３拠点機関が共同して研究課題を公募し

ます。

申込み方法

（研究課題種目）

公募する研究課題種目及び細目は、次のとおり

です。

なお、2022 年度から、重点プロジェクト課題

に「医療放射線研究」（キーワード：医療放射線

被ばくの人体影響評価、放射線診断・治療法の開

発、橋渡し臨床研究）を新たに設定しました。

また、福島原発事故対応プロジェクト課題及び

重点プロジェクト課題で応募された申請は、申請

者が選択した研究課題種目及び細目を変更するこ

とが望ましいと放射線災害・医科学研究拠点共同

研究課題審査部会（以下「共同研究課題審査部会」

という。）が審査の過程で判断した場合には、変

更することがあります。

おって、申請課題に対応する研究課題種目及び

細目が分かりにくい場合は、拠点本部事務局まで

メールでお問い合わせください。

【福島原発事故対応プロジェクト課題】

①　低線量・低線量率放射線の影響に関する研究

②　内部被ばくの診断・治療法の開発

③　放射線防護剤の開発研究

④ 　放射線災害におけるリスクコミュニケーショ

ンのあり方等に関する研究

【重点プロジェクト課題】

①　ゲノム損傷修復の分子機構に関する研究

② 　放射線発がん機構とがん治療開発に関する研

究

③　放射線災害医療開発の基礎的研究

④ 　被ばく医療の改善に向けた再生医学的基礎研

究

⑤ 　放射線災害における健康影響と健康リスク評

価研究

⑥　RI の医療への応用

⑦　医療放射線研究

【自由研究課題】

放射線災害・医科学研究の総合的発展を目指し、

本拠点の施設・設備や資・試料を利用して、応募

者の自由な発意に基づき行われる共同研究

（申請資格）

2023 年４月１日の時点で、大学・研究機関の

研究者、大学院生又はこれらに相当する方（見込

みを含む。）を対象とします。

ただし、本拠点ネットワークを構成する３拠点

機関に所属する研究者は、申請資格がありません。

（研究期間）
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2023 年４月１日から 2024 年３月 31 日までの

間

（申請方法）

円滑な研究活動が可能となるようあらかじめ本

拠点ネットワークの受入研究者（教授、准教授、

講師及び助教）と打合せた上で、「放射線災害・

医科学研究拠点共同利用・共同研究申請書」（様

式１）に必要事項をご記入の上、公募申し込み

フォームにアップロードをお願いいたします。

※誓約書・承諾書の提出方法

「放射線災害・医科学研究拠点共同利用・共同

研究申請書」のファイル内にある誓約書（様式２）・

承諾書（様式３）を記入のうえ、それぞれ PDF

形式に変換し、公募申し込みフォームにアップ

ロードをお願いいたします。

（申請締切）

2022 年 12 月５日（月）

申請は締切日以降も受付します。

（採否）

共同研究課題審査部会の議を経て放射線災害・

医科学研究拠点運営委員会（以下「運営委員会」

という。）で採否を決定し、研究開始前までに拠

点本部長より申請者に通知します。

採択された課題は、本拠点ホームページの「採

択課題一覧」で所属・氏名・課題名等を公表しま

す。

また、研究費を配分する研究課題には配分額を

併せて通知します。

※ 採択後に共同利用を希望する設備・機器等の利

用に当たっては当該設備・機器等を管理する拠

点機関にお問い合わせください。

※ 設備等の利用に際し、各種申請、講習会の受講

等の諸手続が必要な場合があります。

（共同研究費（旅費を含む。））

福島原発事故対応プロジェクト課題及び重点プ

ロジェクト課題として採択された共同研究のう

ち、共同研究課題審査部会の議を経て運営委員会

で決定した申請に対し、予算の範囲内で（2022

年度実績：20 万円を上限）、共同研究費（旅費を

含む。）を配分します。自由研究課題や締切日を

過ぎて申請された福島原発事故対応プロジェクト

課題及び重点プロジェクト課題は、配分の審査対

象になりませんので、ご留意願います。

（共同研究代表者の所属等の変更及び共同研究者

の追加）

共同研究開始後に、共同研究代表者の所属・連

絡先が変更になった場合や、共同研究者を追加す

る場合は、次の書類を作成し、拠点本部事務局ま

でメールで提出してください。

放射線災害・医科学研究拠点共同利用・共同研

究変更届（様式４）

（受入研究者の変更）

共同研究開始後に、やむを得ない事情により受

入研究者を変更する場合は、次の書類を作成し、

拠点本部事務局までメールで提出してください。

放射線災害・医科学研究拠点共同利用・共同研

究受入研究者変更届（様式５）

（採択決定後の辞退）

採択決定後に、やむを得ない事情により辞退す

る場合は、受入研究者の了承を得た上で、次の書

類を作成し、拠点本部事務局までメールで提出し

てください。

なお、共同研究費が配分されている場合は、残

額を返納いただきます。

また、研究開始後の辞退の場合は、原則として

成果報告書を提出していただきます。

放射線災害・医科学研究拠点共同利用・共同研

究辞退届（様式６）

（成果報告書）

研究期間終了時に研究状況等を記載した「成果

報告書」を研究代表者又は受入研究者から提出し

ていただきます。
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報告書の記載要領などについては、後日連絡い

たします。

成果報告は、2024 年度に本拠点ホームページ

にて公開する予定です。

（本拠点の共同研究による成果の発表）

本拠点の共同研究により成果を発表される場合

は、下記のとおり「放射線災害・医科学研究拠点

における共同研究」の成果である旨の表示をお願

いいたします。

「This work was supported by the Program of 

the Network-type Joint Usage/Research Center 

for Radiation Disaster Medical Science.」

（知的財産権）

本拠点の共同研究により生じた知的財産権の帰

属は、関連する所属機関の間で協議し、決定して

ください。

（研究倫理の遵守）

共同研究を実施するに当たり、関係する国の法

令等を遵守し、事業を適正かつ効率的に実施する

よう努めなければなりません。

特に、不正行為、不正使用及び不正受給を防止

する措置を講じることが求められています。

そのため、共同研究者には、以下のとおり研究

倫理教育の受講を義務付けています。

（１） 　所属研究機関等が定める研究倫理教育の受

講

（２） 　所属研究機関等が研究倫理教育について定

めていない場合は、受入研究代表者が所属す

る拠点機関が定める研究倫理教育の受講

（宿泊施設）

共同研究を実施する上で広島大学又は長崎大学

の宿泊施設の利用を希望する場合は、照会願いま

す。

（その他）

利用希望設備機器等の利用に当たっては、拠点

ネットワークの各拠点機関の関連規則を遵守して

ください。

問い合わせ先

〒 734-8553　広島市南区霞一丁目２番３号

広島大学霞地区運営支援部総務グループ

（拠点本部事務局）

℡ 082-257-5186

〒 852-8523　長崎市坂本１丁目 12 番４号

 長崎大学生命医科学域・研究所事務部総務課研

究支援担当

℡ 095-819-7195

〒 960-1295　福島市光が丘１番地

福島県立医科大学医療研究推進課

℡ 024-547-1794
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